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第三回学びの探究化・STEAM化WG
「学校」と「企業」と「大学(研究所)」の接続について

Teach For Japan
代表理事 中原健聡
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内閣府CSTI「教育・人材育成WG」での議論

Source:内閣府CSTI「教育・人材育成WG」（2021年10月27日）「財源」の確保・再配分について

議論の前提
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教育DXを実現する学校組織とは

⽂房具
（ プラット

フォーム）

Goog le W orkspace （ この中学はこれを使⽤） Microsoft O365 （ 進学したい⾼校はこれを使⽤）

居場所はあちこち。１ ⼈N台デジタル機器。転校・進学してもデータ互換性がある学習プラットフォームが⼟台に。

スケジュール
午前２ コマ（ ⾃習）
午後１ コマ（ 協働）

週3⽇は学校
週2⽇は⾃宅と図書館

半年は「旅する学校」
半年は「在籍校」 • • •

居場所 図書館 教室 ⾃宅
近くの
企業

「旅する学校」

提携校

近くの
農場や漁
場

近くの⼤
学のラボ

オルタナティブ
スクール

パソコン スマホ ノートとペン

Ed Tech
教材(例)

デジタル教科書AQubena

すらら STEAMライブラリ

Life is Tech  

Lesson

スタディサプリ

葉⼀さんYouTube

「学習指導要領コード」「単元コード」が全てのEd Techに振られ、探究と教科も紐付き「いいとこ取りの組合せ」の学習計画に

学習管理
システム( LM S)

C社のLMS （ 個⼈の学習計画・学習ログ） D社のLMS（ 個⼈の学習計画・学習ログ）

STEAMでホンモノ

な探究課題(例)
アスリートの科学 美味い料理の科学 コロナウイルスと現象数理 校則と法律と憲法ハマるゲーム作り

指導者
・⽀援者

理科・STEAM
F先⽣

キャリア
J先⽣

プログラミングHさ
ん

数学・STEAM
Eさん

⽣命科学
G先⽣

メディア報道
Dさん

⼦ども政策
I先⽣

⼤学⽣TA
Lさん

I T企業経営
Nさん

• • •NPO経営
Mさん

教職員定数と予算、教員免許制度、⼤学の教職課程も変わり、多様な職能の⼤量の指導者・⽀援者の「組合せ」に

5 0分刻みの時間割、標準授業時数、通信制・定時制・全⽇制区分など学校教育法令も変わり、「時間の有効活⽤」が進む

EdTechや専⾨家を頼れるってホント助かる

なあ。⽣徒⼀⼈ひとりの主体性も増してるし、

努⼒と強み弱みもよくわかる。なによりボク⾃

⾝に余裕ができて、⽣徒に個別に向き合いや
すくなるよね。

⾃分に合った教材、⾃分に合ったスケ

ジュール、好きなコーチ、居場所も選べてい

いな。近所や学校の中だけじゃなくて、オン

ラインの探究活動で新しい友達に出会える
と世界も広がるよ。

「未来の教室」の基本設計（ アーキテクチャー）
【オープン型・⽔平分業型のレイヤー構造】

〜中３ のAさんと担任のC先⽣の選んだ「組合せ」とデータ連携〜

居場

所

⽂房具

学習管理の⽅法

探究テーマ

教材

指導者・⽀援者

スケジュール

「今の学校」のシゴトの構造
【クローズド型・垂直統合型】

Aさん（ 中３ ） C先⽣（ 担任）

atam a
+

Eton X

デジタル教科書B

タブレットPC

NHKオンデマンド DMM英会話

45分・50分刻みの
時間割

DX

学校設置基準で規格化された校
舎内の、四⾓い教室の決められた

指定された席に、静かに座る。
常に集団⾏動が前提。

ノートと鉛筆、ペンすら禁⽌、「スマ
ホで検索」は論外。

年間指導計画・授業の指導案

「⼦どもらしい」探究課題だけ。タテ
割りの教科をヨコに編む知的経験

は滅多にない。

教科書と教科書準拠の副教材。

新卒から教師⼀筋の「同じ職能」
の先⽣がほとんど。職員室に多様

性がない。
⽣徒は先⽣を選べない。

45分/50分刻み・⼀⻫⼀律・⼤量
⽣産型の「時間割」。⽣徒は「時間

の使い⽅」を学べない。

• • •

• • •

投資家
Pさん

付箋

担任
C先⽣

建設会社

Oさん
メンタル
K先⽣

Source:産業構造審議会 教育イノベーション小委員会学びの自律化・個別最適化WG2021年10月１日（第2回WG）
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Source:総合科学技術・イノベーション会議教育・人材育成ワーキング・グループ（第３回）２０２１/１０/２７

教育DXを実現する学校組織とは
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

新規入
職者数 11 12 13 12 9 7 2 39 54

合計 11 23 36 48 57 64 66 103 157

臨時免許を活用したフェローシップ・プログラム
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現在の学校組織

役割 免許・資格 補足

教師

・普通免許状

専修免許状
前期博士課程を終了したことを基礎資格とする免許状

一種免許状
大学を卒業したことを基礎資格とする免許状

二種免許状(小・中・特)

短期大学を卒業したことを基礎資格とする免許状

＊独立行政法人教職員支援機構が実施する教員資格認定試験に合格した
場合、小二種、特支自立一種の免許を取得可能

・特別免許状(有効期限10年)
任用しようとする者（都道府県・政令指定都市教育委員会、学校法人等）の推
薦と都道府県教育委員会が行う教育職員検定による取得

・臨時免許(有効期限3年だが6年に延長可)

助教諭
都道府県教育委員会が行う教育職員検定による取得

特別非常勤講師 必要無し

支援員 必要無し
教員業務支援員、ICT支援員、学習支援員、GIGAスクールサポータ、特別支援
教育支援員等

コーディネーター 必要無し 地域コーディネーター、探究学習コーディネーター等

スクール
ソーシャルワーカー

＊推奨資格
社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士

スクールカウンセラー

＊推奨資格
メンタル心理カウンセラー資格
チャイルドカウンセラー資格
不登校訪問支援カウンセラー資格

学校事務員 必要無し
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各免許等の現状
国 都道府県 市区町村 課題

特別免許状

教員免許状を持っていな
いが優れた知識経験等を
有する社会人を、教員とし
て迎え入れることにより、
学校教育の多様化への対
応や、その活性化を図るた
め、授与することができる
免許状。

高校における看護など、他
の資格等で明確に専門性
を確認できないと運用し難
い。常勤の雇用が前提の
ため、教員採用試験の中
で社会人特別選考枠での
運用が多く、柔軟な入職の
運用はない。

管轄学校で活用したくても、
免許発行が都道府県教育
委員会のため、発行されな
いことが多い。
特別免許状は、特定の教
科のみに対応するため、
学級担任制の小学校では
馴染まない。小学校は学
級担任ができる人材が欲
しい。

小中学校は市区町村の教
育委員会の管轄だが、免
許を発行できるのが都道
府県教育委員会と、活用し
たい校種を管轄する教育
委員会に免許を発行する
権限がない。発行した都道
府県でしか活用できず、働
ける場所に限りがある。

臨時免許状

普通免許状を有する者を
採用できない場合に限り
授与する免許状。

普通免許状を有する者を
採用できない場合に限り
授与するものであり、外部
人材の活用のためのもの
ではないと認識。

人材不足の解消に藁にで
もすがる思いだが、都道府
県からは免許を持った人
材を探すように言われてお
り、産休代替を含む欠員へ
の対応に管理職や主任は
追われる。

過去、教員採用試験の倍
率が高く、講師プールも潤
沢だったときに「臨免は普
通免許状を有する者を採
用できない場合に限り授
与する」としたものが、現状
が変わったのにも関わらず
運用のあり方に変化が無
い。

特別非常勤講師

学校教育の多様化への対
応やその活性化を図ること
を目的として、教員免許状
を有しない地域の人材や
多様な専門分野の社会人
を、教科の領域の一部を
担任する非常勤講師とし
て学校に迎え入れるため
の制度。

届出制のため各学校毎の
判断で運用可能。

外国語等の運用が多いが、
特別非常勤講師制度を活
用せず、教員とのティーム
ティーチングで学校現場に
参画しているケースも多い。

ティームティーチングで賄
える部分も多く、届出を出
す必要を感じられない。ま
た、１コマ当たりの報酬額
が高くないため、兼業・副
業等による外部人材活用
に有効な政策だという認識
はない。
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特別免許に関する調査

令和３年６月閣議決定の「規制改革実施計画」において、特別免許状制度についての利用促進等に係る方針が
示されたことから、文部科学省総合教育政策局教育人材政策課免許係から各都道府県教育委員会の教員免許事
務御担当者に、特別免許状の授与基準等運用の現状について調査が行われている。

調査項目例
１年間の教育職員検定受付回数
１年間の教育職員検定実施回数
教育職員検定の実施時期
令和２年度の教育職員検定受験者数
令和２年度の教育職員検定合格者数
教育職員検定の結果をHP等で公表の有無
検定に不合格だった場合、理由を説明することになっているか
特別免許状の授与基準を定めているか
授与の基準は、文部科学省が示た「特別免許状の授与に係る教育職員検定等に関する指針」を踏まえたものか
授与の基準について、誰でも確認ができるようにHPで公表しているか
申請者からの相談時点において、申請者の持つ専門性と教科区分が一致していないことが原因で断ったケース
はあるか
特定の教科や科目のみ特別免許状を授与する、といった限定的な運用をしているか
都道府県が自ら推薦状を発行し、学校教育の充実を図るため特別免許状を授与した事例はあるか
都道府県において、今後特別免許状の授与に関する計画があるか
特別免許状についての意見



免許に関する規制改革等の提案

・臨時免許や特別免許の発行権限を市区町村の教育委員会にも与える。もしくは、国も発行する。
市区町村教育委員会が多様な人材の活用に前向きになっても、臨時免許や特別免許を発行できるの
は都道府県教育員会である。ほとんどの都道府県教育委員会は、免許を持っていない人材に対して、
臨時免許や特別免許を発行する姿勢が消極的。また、市区町村が臨時免許等の発行ができる場合に、
その人件費の支出を市費だけでなく、県費で補えるようにする必要がある。

・小学校においての特別免許の適応範囲を全教科対象にする。また、適応都道府県の制限撤廃。
現行の特別免許は特定の教科にしか発行されず、学級担任制の小学校では運用しにくい。小学校に
おいて、特別免許の適応範囲は全教科にして学級担任もできる仕組みにしないと活用は進まない。ま
た、特別免許は発行した都道府県内でしか活用できず、有効期限内に転居が発生した場合に再度取
得する必要がある。

・柔軟に活用できる免許状の授与等ができる機関の認定。
認定試験のような形ではなく、リカレントやリスキリングのように、ある一定の期間研修を受講し、修了
を認定することで、クオリティコントロールを行う。民間からの入職に特化した育成機関による新たな入
職ルートで、学校現場の質と量の課題解決を目指す。

・地方公務員の副業兼業開放
現在は企業から学校現場の教職員としてフルタイムで参加する場合は退職する必要がある。そこで、
期限付き講師（常勤講師）は企業に籍があるまま学校で常勤として入職できるようにする。



免許に関する規制改革等の提案

・柔軟に活用できる免許状の授与等ができる機関の認定。
認定試験のような形ではなく、リカレントやリスキリングのように、ある一定の期間研修を受講し、修了
を認定することで、クオリティコントロールを行う。民間からの入職に特化した育成機関による新たな入
職ルートで、学校現場の質と量の課題解決を目指す。

オランダの政策例
zij-instromer制度（社会人登用制度）

教室で実践をしながら、講義で理論を学び、2年間で教員免許を取得することができる制度。

対象者：教育外の仕事から教員を目指す人。教員で他校種・他教科の資格を目指す人。

2年間の免許取得までの過程（学校に入ってからの2年間）

①適性検査への合格

②授業を行い学校内の指導者と学校外の指導者から教員養成を受ける

③学士号や修士号とは異なる能力試験



免許に関する規制改革等の提案

オランダ初等教育評議会の報告前文

zij-instromerは、学校チームに多様性をもたらします。彼らは新しい知識やスキルを持ってきて、教育

の質に貢献します。ただ、彼らがクラスで自立するのは、ビジネスの場で仕事をすることとは異なります。

だからこそ、学校での良い学習環境が大切なのです。zij-instromerにとっての良い指導は、学校と教

員養成コースのどちらもが責任を共有します。

zij-instromerの割合は2015から2019年で16%→26%に増加
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出典：TEACHER CREDENTIALS AND STUDENT ACHIEVEMENT IN HIGH SCHOOL: A CROSS-SUBJECT 

ANALYSIS WITH STUDENT FIXED EFFECTS(2007)Charles T. Clotfelter Helen F. Ladd Jacob L. Vigdor

✓ 下の表は教師の資格や経験年数が生徒の成績に与える影響を研究した内容である。入職後から5年ほどでピー
クを迎え、その後横ばいで、27年以上の経験になると影響が落ちる。重要な点は教師が「定型的熟達」か「適応
的熟達」の違いである。自分の体験から授業設計する定型的熟達者ではなく、人は如何に学ぶのかの観点で体
験を昇華し、学習設計できる適応的熟達者を育成する観点で、教師の継続的な成長を支援する必要がある。

✓ Lateral entryは民間からの参画を指し、2年間現場にいながら認可を受けている機関で研修を受け、3年目以降
に延長できるライセンスが発行される。また、セカンドキャリアティチャー(SCT)の研究では、強い動機付けと、過
去の職務上の成功が教職への移行に上手く作用せず、ファーストキャリアティーチャーよりも離職率が高い傾向
がある。

ノースカロライナ州の公立高校における研究
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例

学校 児童生徒数 教諭
その他の
スタッフ

教諭一人当たり
の児童生徒数

Maryland

Primary School
520 22 78 23

Sandringham 

Primary School

特別支援児童も常学級で学ぶ。
移民の親を持つ子どもが多く、イ
ングランドの中でも経済的貧困
家庭が多い。

991 55 114 18

St. Stephen’s 

Primary School

出生率が高く、人口密度が高い。
移民の親を持つ子どもが多く、イ
ングランドの中でも経済的貧困
家庭が多い。

630 35 90以上 18

Kingsford 

Community School

60以上の言語。生徒の70%以
上が社会的・経済的問題に直面。
労働級の家庭や少数民族の子
どもが主に在籍。

1503 112 相当数 13

・教員免許の位置付けが、児童生徒の「履修・習得」に必須なものでない場合に、リソース
の再分配により、教員以外の人材確保が推進するのではないか。学校を評価する項目の中で、
教育の質を教員免許に依存しない形で設計するのが良いのではないか。
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学校へ参画する資格だけではなく、プロセスの整備

✓ 企業人の持つ専門能力を有効活用する意味でも、学校現場に社員をGIGA
スクールサ ポーター、ICT支援員として派遣し、 ICT、EdTechを学校に迅速
に取り入れるなど、様々な側面から学校教育をサポートすると言われている
が、学校現場におけるICT、EdTechを何のための手段として導入するのか、
各業務の特性を理解していない場合が多く、学校現場に外部人材が来ても
コミュニケーションコストがかかる新たな負担でしかない現状が散見される。

✓ 小中高校におけるキャリア教育、インターンシップ、PBL、STEAM教育、探
究学習に積極的に協力できるのではないかという外部の期待はあるが、単
元計画と企業のリソースのマッチング、カリキュラム開発・調整など学校現
場や自治体が担う負担は大きい。企業は教える内容の知識(Content 
knowledge)において専門性があると思っているが、教えるのに必要な知識
(Pedagogical knowledge)と組み合わせたPedagogical Content Knowledge 
(PCK)が欠けているため、学習者とのスキーマの違いを埋めれず、学習者
中心の発想になっていない。

重要な観点


